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1) 拙稿，スターンのマーケティング・チャネル官理論の検討 その基本的概~枠組. I経済論叢」
指131巷第4 田 5号，昭和^ '年4・5月物毒照のと左。
2) マー チとサイモンは.企業内組織の諸銅団聞に発生してくるコンフリクトと組撤間コンフリグ
トを同等のものとし亡扱コているが，以下に述ベる理由でそうした見解には同意できない。こう
したマー チとサイモンの見解については， J. G. March and日 A.Simon， Organizati.叩 S，1958， 

























3) スター ンのチャネル・コンフリクト論については詳しくは， 次のものを参照のこと。 L.W 
Stern and R. H. Gorman， Conflict '，in DistributIonαlannels、AnExploration， in L. W 
Stern (ed.)， Distribution Channels: Behavioral Dimension:;， 1969， pp. 156-175. L. W. Stern 
and A. I. El-Ansary， Marketing Channels， 1st ed. 1977， pp. 282-286 





















ギー (ideological)， そして同者の組み合わせ， すなわちメンパー γ ップとイ
デオロギー上の浸透の組み合わせの3つがあげられている。
a メンノご V ップ。 ラア、ウェノLとカプラン (Lasswelland Kaplan) ~ま，
「ある集団の相互浸透可能性はある個人が参加者になりうるのを容易にす
4) 以下の論述は，次田ものにもとづく。 L.W. Stern， Potential Consict Management Mecha. 
nisms in Distribution Channels: An Interorganizational Analysis， inD. N. Thompson(ed.)， 
口出!ractualMarketing Systems， 1971， pp. 111-145. L. W. Stern and A. I. El.An田ry.op 
cコt.，p. 292-309 


























5) H. D. Lasswell and A. Kaplan， PO包erand Society， 1950. p. 35 
6) 1b低.p. 36 
7) P. Selznick， TVA and t heGrass Roots， 1949， p.13 





































第1衰 チャネル・コ γ フりグト管理戦略
知覚古れる垂直的相互依存の程度
範情|上位組織円~1Lll!~寸境 界 I :.l:渉










〈出所) L. W. St印 1，Up. cil.， p.114 
111 理論の検討
本章では，以上に紹介したスター γのコ Y フリクト管理戦略論について検討
し，そり問題点を指摘する。
まず個々の管理戦略の検討を行うまえに，次の点、を明確にしておかなければ
ならない。それはスター yがチャネル y ;:z，テムの構築 管理主体を明確に措
定したうえで，その管理目的を規定し，そこからっンフリクト管理戦略を展開
することを行っていない点である。とのと Eはコンフリグト管理戦略の性格及
スタ ンのチャネル・コンフリクト管理戦略論の検討 (75) 75 
びその行使目的が，基本的にはチャネノレ・システムの構築・管理主体たるチャ




















8) 拙稿j 前崎論士， 89ペー ジ参照。
的 いずれの参加者がチャネル・リ J ダー になるべきかは意見の分p れるところだが，リトルはそ
の有するパワ←資源，選択性及む効率性の点で，大規模製造業者カミチャネルをリ ドすべきであ
るとしている。R.W. Litle，“ rheMaτketing Channel : Who Should Lead this Extra凶 rporate
































よりとつえられるべきである。 L.W. Stern and R. H. Gorman， op.cit.， p.156.石井揮蔵『流通
におけるパワー と対立J.昭和田年.46ベー ジ参照。


























11) R. R プレー ク，H.A シェパー ド， 1. s.ム一トン「菖藤由行動科学J(R. R. Blake， H.A 
Shepard and J. S. Mouton， Managi71g Intergroup口mゆctin Industry， 1964)，土屋晃朔駅，
昭和42毛 117ベジ。
12) L. W. S花ern，噌 cit.，prλ131-132 




























14) A. Etzioni， Modern Organizations， 196，1， p.101，渡瀬浩訳「現代組織論」昭和42年.153ベ
ージU
























15) H. Assael，“The PoHtical Role of Trade Associati()ss in Distributive Conflict Resolutionヘ
Jour叩l0/ Market開:g， Vo1. 32， No. 2， April， 1968， pp. 21-28を参照のこと。
16) Ibid.. p. 28. 
17) R. E. Weiga.nd and H. C. Wasson，“Arbitration in the Marketing Channel"， Business 
Horizons. VoI. 17， No. 5; Octoher， 1974. p. 42 
80 (剖〕 第133巻第1・2号























18) Ibid" pp. 42-43. 
19) lbid.， p.43 
20) R. R プレー ク.H. Aγェパー ド.J. S ムー トン，前掲書.71-72ベ ジ。
21) 同上.72ベー シ。
22) L， W. Stern， op. cit.， p.115 

























23) こうした危険性については，スター ン自身も指摘していあ。 L.W. Stern， ibid.， p.117 
24) こうした場合，コー ザー のいう土号な「敵の探索Jが新たに行われるかも Lれたい。との「敵
の探索」については，次のものを参照のこと。 L.A. Coser， The Functions 01 Social Conflict， 




























25) 拙稿，前掲論丸 95-96へ ジ参照。
26) L. W. Stern， 0β cit'J p. 113 

























保ってお〈ため必要であるという 28lu -:1 Y フリグ}管理戦略は彼によれば， こ
27) F. 1. Beier and L. W. Stern， Power in the Channel of Distribution， inL. W. Stern(ed.)， 

























28) L. W. Stem， op.cit'J p. 286 
29) Ibぽ， p.292 
30) パワ の行使とは， i或る社会関係の内部で抵抗を排してまでも自己の意志を貫徹するすべて
の可舘性」の行使ととらえるべきである。こうした点からすれば.イデオロギー上の浸透，人員
の交換，コー プテー シ g ン等はパワー の行使というにはふさわしくないといえる。こうしたパワ
にたいする見解についてはj 拙稿，前掲論文， 93ペー ジ参照のこと。
























31) L. A. Coser， ot. cit.， p.47，邦訳52へー ジ。
32) Ibid.， p.80，同上， 103ヘジ。
33) スターンも基本的にはンフリクトが機能的な役割を果たすことを認めている。 L.W. Stern， 



























34) コ ザー は，コシフリグトの不在住， rある関保。強さおよび安定を示す指標とはみなしえな
い」とのべている。 L.A. Coser， op. cit" p. 85，邦訊， 110~~ ージ参同ゅ
スターンのチャネノレ・コンフリクト管理戦略論の検討 (87) 87 
コンフリクト管理戦略モデノレの再構築を行うことが課題とされる。
(1983. 7. 5脱稿)
